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関東・東海地域地殻活動観測網における自動

験測による振動継続時問マグニチュードの決定

　立　川　真理子＊

国立防災科学技術センター

　　　　Dete㎜imtionofEarthquakeMagnitudefmm
　　　　Tota1Dumtion　Time　of　Seismic　Waves　based　on

the　Automatic　Reading　for　the　Kanto＿Tokai　Obsematiom1Net

　　　　　　　　　　　　　　　　　By

　　　　　　　　　　　　　Mariko　Tatsukawa

　　　　　　肋カo〃1地∫θα肋0θ〃αカ71）ゴ∫ω卿伽リθ肋o〃，切伽

　　　　　　　　　　　　　　　　Abs㍍act

　　Since　Octobeエ1981，automaticエeading　of　seismic　waves　and　deteエmimtion　of

e肛thquake　hypocenteエs　and　magnitudes　by　using　the　data　pIocessing　system　have　been

canied　out　for　the　Kanto－Tokai　obsewational　net　of　the　Nationa1Rese肛ch　Centeエfoエ

Disaste正Pエevention．Fo正the　puIpose　of　suppo正ting　the　mutine　of　data　pエocessi1lg，

coefficients　weエe　detemined　fo正each　station　to　compute　eaエthquake　magnitude　fmm

the　tota1duエation　time（F－P）of　automaticエeading．The　magnitude　was　so　sca1ed　as　to

coincide　with　the　ma即itude　of　the　Japan　MeteoIo1ogic刻Agency，MJMA　by　using　the

1east　squaエe　method．Theエesults　we正e　found　satisfactoIy　pIovided　pooエdata　aエe　ex－

c1uded．Then　fo皿ows　a　discussion　of　possib1e　Ieasons　why　unfavomb1e　F－P　data　a正e

sometimes　oエiginated　fmm　the　automatic　Iead㎞g　of　seismic　waveふ

11はじめに

　国立防災科学技術センターでは関東・東海地域地殻活動観測網の定常的地震データ処理に

おいて，最大振幅による方法と振動継続時間（F－P時問）による方法とによって2通りの

マグニチュード決定を行っている．この定常的データ処理作業は，1979年7月以来可視記録

の肉眼による読み取りに基づいて行われてきたが，198ユ年10月から専用のデータ処理システ

ムによる半自動方式に移行された（浜田ほか，1982）．

　気象庁マグニチュードMJMAを基準として振動継続時問マグニチュードMF－Pを求める式

一は，可視記録上のF－P時間を用いた場合については石田・立川（1982）によって既に得ら

＊第2研究部地震活動研究室
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れている．しかし振動終了（F）の判定は，可視記録上で人間が決めた場合と計算機が一定

の基準で判断した場合とでは当然違ってくる．上記の半自動方式に移行してから，MF＿pの

決定にはこれまでの可視記録に基づくMF＿pを基準として，計算機自動験測のF－P時問と

の関係を求めた関係式を暫定的に使用してきた．今回定常的データ処理におけるM卜pの信

頼度向上をはかるために，多数のデータを用いてMJMAと計算機自動験測によるF－P時問

との関係式を直接求めることにした．

　防災センターでは1982年9月現在，45個所の地震観測点が稼動している．このうち1981年

10月以来1年分のデータがあり，かつこの間に感度を変更していない25観測点について，MJMA

とF－P時問の関係式を求めた結果を報告する．図1にこれらの25観測点を●で示し，他の

観測点は十で示した．25観測点の名称・感度は表1に示した．
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図　1　関東・東海地域地殻活動観測網の地震観測点．（1982年9月現在）　●印は今回解析に用い

　　　た観測点を示す．

Fig．1　Seismogエaphic　stations　of　the　Kanto－Tokai　obseエvational　net　of　the　Nationa1Rese町ch　Cente正

　　　fo正DisasteエPrevention　as　of　Octobeエ1982．The　twenty－fi▽e　stations　indicated　by　c1osed

　　　ciIc1es　a」＝e　used　fo工this　study。

2．資料

対象とした地震は，198ユ年10月から1982年9月までの1年間に，北緯33㌧38。，東経135。
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自動験測による振動継続時間マグニチュードー立川

～ユ43。の範囲に防災センターで震源が決められたもの合計977個である．その震央分布を

図2に示す．このうち各観測点から震央距離200km以内の地震のみを解析に用いた．震源

の深さは0kmから426kmまで広範囲に分布しているが，深さ別による区分は行っていな

い．

　基準としたマグニチュードMJMAは気象庁の速報によった．そのうち最小地震はMユ．9，

最大地震は1982年7月23日茨城県沖のM7．0であった．（図2）

3、データ処理システムによる振動継続時間の験測方法

　振動継続時問の験測は，テレメータシステムから直接とり込まれた80Hzサンプリングのデ

ィジタルデータに基づいて自動的に行われている．まずS／N比改善のために高周波および低

周波を遮断するフィルタリングを行う．このバンドパスフィルターの特性は図3（a〕に示すも

のである．そして1秒毎（80個のデータ）の絶対値の和（Z）がある設定値（high1eve1）

を超えるかどうかを常時監視している．この条件が同一観測点の2成分以上で満足され，か
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図　2

Fig・2

使用した地震の震央分布

Epicent正a1distIibution　of　ea正thquakes　which町e　used　foI　this　study．
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2 2

0　　　　　　20 40Hz　　　0　　　　　　20 40Hz

　（a）　　　　　　　　　　　　　（b）

図　3　バンドパスフィルターの特性〔松村ほか，1979より〕

Fig．3　　Fエequency　chaエacteエistics　of　the　band　pass　fi1tel：．

　　　［afte正MATSUMURA，θ～五（1979）］

つ3秒以上この状態が続いた時にP波を検出したものと判定する．振動終了（F）の判定は

Zが別の設定値（low1eve1）を下まわった状態が2秒続き，かつ同一観測点の全成分でこの

状態が満たされた時とする．F判定用には観測点によって，図31aぼたは（b〕のバンドパスフ

ィルターを通した波形データを用いている．F－P時問は，P波が検出された時刻P（秒単

位）と，Fと判定された時刻（秒単位）との差をとって算出する．従ってPとFは同一成分

を採用しているとは限らないが，3つの成分ともほぼ同じ感度に設定してあるので問題はな

いと考える．このようにして一応F－P時問が求められるが，Pについては更に地震波形を

ディスプレイして人問が目で見てチェックを行う．自動験測のPが悪い場合は，人間が読み

取った値とおきかえる．しかし読み直したPはF－P時問にフィードバックされていない．

詳しくは松村・浜田（1976），松村ほか（1979），浜田ほか（ユ982）を参照されたい．

4．方法および結果

　u）マグニチュード決定式

　MJMAと1og（F－P）との間に強い正の相関があることを基礎にして，これら2変数問に

一次関係式を最小二乗法により当てはめることができる．図4に，自動験測のF－P時問と

MJMAの関係を南足柄観測点（A　S　G）について例示する．両者問に正の相関はみられるが“

MJMAの大きさに比して，自動験測のF－P時問が20秒以下という極端に短いものが数多く

分布している．

　この原因を調べるために，可視記録上で対応する地震を一部見直した．これらの多くはP

波の初動が検出されず，後続のS波などをPと判定したために自動験測によるF－P時間が
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図　4　南足柄観測点（ASG）のF－P時間とMJMAの関係．精度の悪いものも含めて全データが

　　　不されている．回帰直線は○印のデータを用いて最小二乗法により求めた．実線はF－P時

　　　問を最小にするように，破線はMJMAを最小にするように求めた．

Fig・4　Relation　between　F－P　time　and　MJMA　at　AGS－The　data　p1otted　inc1ude　those　of　poo工qu汕ty

　　　（cエoss　m趾k）．So1id　and　bエoken1ines　indicate正eg正ession1ines　which　aエe　deteエmined　minimizing

　　　the　mot　mean　square　residua1of1og（F－P），and　MJMA，工espective1y（data　shown　by　cross

　　　m肛ks　a工e　not　used、）
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短くなっていることがわかった．Pの自動験測が誤っていても，人問が読み直したPがF－

P時問にフィードバックされていないために，極端な場合にはF－P時問がS－P時問より

短く与えられてしまうことがある．また，図3に示したフィルター特性のために，長周期の

振動が継続しているにもかかわらずFと早く判定されたと考えられるものもある．F－P数

秒以下の多くは，該当する地震に先行するノイズの継続時問を，地震のF－P時問として与

えられたものである．F－P時間がS－P時問より短いデータは，図4に×印で示し一点鎖

線で囲んである．

　さてマグニチュード決定式を求めるために，まず1og（F－P）の残差平方和を最小にする

ように1og（F－P）とMJMAの一次関係式の回帰直線

1og（F－P）一一ao＋a1MJMA

を求める．F－P時問は秒単位である．この係数ao，a1を用い，Co＝一ao／a1，C1ニ

ユ／aiとして，振動継続時問マグニチュードを求める式

MF－P－Co＋C11og（F－P）

が得られる．求めた回帰直線をもとに，マグニチュードの標準偏差（S．D．）もあわせて計算

した．
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　回帰直線を求める際に，MJMAではなく1og（F－P）の残差平方和を最小にするようにし

たのは，データの分布状態を考慮したためである．すなわち，観測感度等の関係で，マグニ

チュ■ド2未満の地震で気象庁マグニチュードが決められているものは殆んどなく，MJMA

のデータはMJMA二2で足切りされたような分布になっている・そのためMJMAの残差平方

和を最小にするようにすると，この足切りの影響を強く受けるおそれがある．比較のために，

1og（F■P）の残差平方和を最小にした場合と，M二rMAの残差平方和を最小にした場合の計

算を行い，図4にそれぞれの回帰直線を実線および破線で示した．なおこの言十算には，図中

X印で示したデータは除外した．

　MF＿p決定式はできるだけ精度のよいものを得る必要がある．しかし上記の計算に用いた

データから，F－P時問が短いものや，地震が重なっておこったために2つ以上の地震を1つ

に判定しているものなどを，一つ一つ取り除くには非常に手数を要する．そこでF－P時問

がS－P時問より短く与えられているデータを取り除き，さらにMJMAとM卜pとの差が1

以上の地震を取り除いて，再び同じ方法で係数C。，C1を決め直した．この最終結果を図5

に示す．図4に例示した南足柄観測点（A　S　G）について見ると，回帰直線からのマグニチ

ュードの標準偏差（S，D．）はO．35から0．31に改善されていることがわかる．これらの回帰直

線が実際どの程度データに当てはまっているかを示す尺度として，相関係数rを求めた．観

測点ごとの各係数Co，C1，rを表1に示す．相関の比較的悪いr＜0．8のものはr値に＊

印を付してある．

　12〕可視記録によるF－P時問との比較

　松村ほか（1979）は，自動験測による場合と可視記録より人間が読み取った場合と，F－

P時問は平均25秒の差があると報告している・今回調べた自動験測のF－P時問とMJMAの

関係と，可視記録から求めた関係（石田・立川，1982）との比較を行った．図6に南足柄観

測点（A　S　G）の比較結果を例示する．自動験測のデータに可視記録のデータを重ね合わせ，

可視記録のデータ領域に斜線を施し，その回帰直線を破線で記した．自動験測によるF－P

時間は，可視記録によるF－P時問に比べて25～40％短く，Mが大きくなるに従ってこの差

が小さくなっている．他の観測点についてもほぼ同様の傾向が見られる．

5．考察

　振動継続時間から地震のマグニチュードを決める上で，振動終了（F）の安定した判定が

行われる必要がある．自動験測の判定方法は第3節に述べたように，基本的には振幅に依存

したものであり，従来の可視記録による方法と異なり振動周期の変化等は考慮されていない

しかし図5に見られるように自動験測のF－P時問とMJMAはよい相関を示し，自動験測に

基づくM卜p決定は十分有効に行えると判断される．神定（1982）も振動が一定振幅以下に

一94一



自動験測による振動継続時間マグニチュードー立川

08N 咋124 βo一 咋2一一 036 ”■369

H1 H1 日．

6 6 　
●
■

6
●

・・

● ●

’ ’
●

■
、

●● ’ ’

●

■ ●

’ ■ ●

■
■ ●

2 2
●

2
。．＆

1 1 o F－P・口I 1 1
昨一1．88“2．

o
5LOCげ・［

F－plO 1 1 o
H！一2．51÷3．

F－Pn．

9．0．， 。33
孔06｛F－P1 昨一2．50“3。 5L日OfF－Pl

S．0．10．29 S．0．一 ．3一

一HR 一＝490 H“o 咋66 HRH 咋20¶
n1 H． H1

ε
　■‘● 6 6 ■

●
●

・・ ■ ●

●

4 ●　　　●
■

・． 4 4 1
■ ■

●

．湘．　　　　■
●

一

■ ●

2
’ ●　　■

● 2 2
・一

．

一

1 1oo FイI一． 1 1
咋・4．14“3，871－00tF－F： 0　　　F－poI 1 1 o

咋一1．43“2．
F－Flm

5L06‘F一円
S．0．10．38

昨一3．03“。 6L06‘F一円
9．0。一 ．42 S．O．一 ．32

1cH 昨236 】一ぽ

咋343 JH 昨田911 H・ H．

●
’

6 6 ● 6 一

● ●

●●
■

●

’ ■
● ・　　●　・　　　● ●

■
●

’ 4 ■ 4 一 一

‘
■

●
■ ●

　●、・

3。・　　’ ÷
●

・●
■

2 2 2

ユ 1oo F－r01 1 1 o
昨一2．16’3．O¶しOO＝F－Pl

F－F1一■1 1 1 o
昨一2．4843－10L8αF一［

F・r‘J

S．0．10．34
昨一2．02“3．

9．0。一0．29
4し86一トI■I

9．O．1 ．32

“6一 一＝219 “SH 咋138 川N ｝3801‘ H1 【1

‘

6 6 6
■

　・8●’

■

■ ●
●

4 ■ 4
■ ● ■

■● 4 ■

■ ●

■ ●

イ
●

●

●

2 2 ●　　　・■ z 4●

1 1 o F・『1一， ！ 1 o
昨一3■91■3。

F－I，・■I 1
4しOO岬一［

100
［昌一2．3543．

F－F1閉
9L06’F－Pl

S．0．・ ．34
H昌一1．98“2．09LO“F－p：

3．o．， ．，， 目一n－3nIgo

08N 咋124

H1

一HR

1cH

S．0．10．38

一＝490

昨236

6

“6一 一＝219

90－042

S．0．一〇・3一

30，093

HRH　　　　　　　　　　　　　　　　　N’　　20．1

S．O．一〇．32

J一1　　　　　　　　　　　一i　3？9

910■10・32

’■1－N　　　　　　　　　　　　　　　　｝1　　380

日H8 ｝　！38
S0302，

【㎝　　　　　　　　　咋503
日．

6

’

z

　　　9・0・・O・39　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9　0　10　30　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9．O，IO．39

図　5　精度の悪いデータをとり除いたF－p時間とMJMAの関係

Fig・5　Re1ation　between　F－P　time　and　MJMA　foI　each　station・Data　of　poo正qua1ity　afe

　　　　　　exc1uded．

一95一



国立防災科学技術センター研究報告 第31号　1983年11月

nS“ ＾＝260 一11＝ ‘＝I56 m7
H． 咋198日1 日1

一

6 6 6 一

■ ．．

J
■

■
■

＾
● ●

■ ■ ’ ’

　
〃
．
’

：
■

■
●

　　　　　●’　　　　．．

■

●　　　　　■
● ■

．・ ● I　　． ・’d
．●・

z 2 2

1 i o F－Fn1 i
［＝一3．22”．46しOC〔F一［

1 8 F－P・■1 10 1
昨一1．4↑’2． 5し06‘F－P，

0 F－1I旧’

S．O．筥O，33
昨一1．12“2。

SlO．一 ．90
9し8C‘F一〔

9．0．＝ 。3ワ

0HR N1S8’ s11 咋一92 sm 咋281H1 h1 H1

6 6 6
．．■ ●

●

■

＾
● ●

●

’
一

● ■ ’ ■

● ■ ●
●

●
●

一 ●

2 2
’

2 ●

1 工 O 1＝一Flm
昨一4．31“3。

10
4LO釧F－Pl

1 o F－F・■・I 1
咋一2．，543． 2L061Fイ1

1 O F－Fl“I

S．O．・ 。32 9．D．一 ．23
昨一2．5伽3。 9L06｛F－P一

S．O．・ 。27

τm 昨191■ mo 巾35？ w日
［・

咋～刊
H1 n1

●

固 6 6
■ ●

■

●
■

■

■

4 ．・、
■

4 ’

．㌻ ●

．．・
■

●

■
■

2 2 ●

2
4　　■

1 100 F－Plm 1
昨一3．16’3，511－06‘F－Pl

1 o F－1■‘■’ 1
咋一3．”43． ■し06’F一〔

10 F－P‘一1

S■0。一〇．33 3．0．・ ．31
n＝一2・25■308し06‘F一〔

5，o．一 ．92

τm

S．O．・O．32

昨　191■

9　D・一〇．23

日1

にn7　　　　　　　　　　　　一，　198

90＝03ワ
SH8　　　　　　　　　　　－I　281

S■0。一〇．33 30・0．31
w一 N；3”

50－O．92

5．D‘，0‘31

図　5

Fig・5

精度の悪いデータをとり除いたF－P時間とMJMAの関係

Re1ation　between　F－P　time　and　MJMA　for　each　station．Data　of　poo工qua1ity　a工e

excluded．
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Tab1e1

　　　　　　　　　　　　表　1　各観測点の感度と係数Co，C1，r

Sensitivity　and　coefficients　Co，C二．，正foエeach　station．＊indicates　the　case　foエwhich

cone1ation　coef丘cient　is1ess　thal1O．8．

Code Station Sensitivity　　　Co　　　Cl　　　　r
（1』kine／digit）

ABN

ACH

ASG

HHR

HM0

HRM

ICH

工WK

JI　Z

KGW

KSH

MIN

MKB

MOR

MOT

MSK

NMZ

NRY

OHR
S　I　Z

SMB

TNR

TRU

TYM

YKI

Akabane

Achi

Minamiashigara
Hinohara

Hamaoka

Kawasaki

工chihara
工wai－kita

Nakai2u

Kakeqawa

Kushihara

Mineoka

Mikkabi

Moriya

Motegi

Misとkub0
Nu工na　zu

Nirayama

Ohhira

Shizuoka

Shimobe

Tenryu

TSuru
T』t・y・m・

Yohkaichiba

　1．188

　0．400

　1．667

　0．489

　4．261

　1．471

　6．825

　1．295

　0．652

　0．572

　0．305

　！．064

0．753

20．967

0．953

0．405

3．113

0．984

0．777

0．387

0．394

0．419

0．259

6．418

6．133

一1．88

－2．51

－2．50

－4．14

－1．43

－3．03

－2．16

－2．48

－2．82

－3．31

－2．35

－1．98

－2．24

－O．87

－4．72

－3．22

－1．47

－1．12

－4．31

－2．35

－2．57

－3．16

－3．11

－2．25

－1．82

2，95

3，27

3，25

3，87

2，95

4，06

3，07

3，10

3，24

3，54

3，29

2，89

3，15

2，70

4，03

3，48

2，95

2，59

3，94

3，32

3，29

3，51

3，58

3，09

2．99

0，741★

O．860

0．896

0．846

0，794★

O．904

0．906

0．909

0．868

0．804

0．803

0．924

0，688★

0．923

0．850

0．818

0．924

0．78“

O．903

0．873

0．901

0，766＾

0．888

0．898

0．875

図　6
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南足柄観測点（A　S　G）における自動験測によるF－P時間および可視記録によるF－P時

間とMJMAの関係・それぞれの回帰直線を実線と破線で示す一

Re1ation　between　MJMA　aIld　F－p　time　b副sed　on　the　automatic工eading　and　visua1正eading

（shaded　zone）at　ASG．Conesponding　regエession　cuwes　aエe　shown　by　so1id　and　b正oken1ines．
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減衰した時点をFとみなす単純な方法を用い，こうして決められたF－P時問とマグニチュ

ードとの関係は有意義であると報告している．上記の検討結果から，今回求めたMF＿p決定

式は定常的な地震データ処理に組み込んで使用できるものと考える．ただデータの分散状況

から見て，表1のr欄に＊印を付したものは用いない方が安全だろう．

　一方，本研究の過程で，F－P時間の自動験測等についていくつかの問題点も明らかにな

った．以下にこれらの問題点を記し今後の改善のための参考としたい．

u〕自動験測でP波を誤って検出した場合，とくにS波をP波として検出してしまった場

　　合，小さい地震ほどMF＿pへの影響が大きくなる．

（2）現行のシステムでは波形データの収録を効率的に行うために，収録を開始してから

　　100秒毎に各観測点の振動レベルをチェックしている．第3節で述べた1ow1eve1以上

　　の観測点が3点に満たない場合には収録が打ち切られ，振動が継続している観測点もそ

　　の時点で振動終了（F）とみなされるようになっている．地震の振動が長く継続する傾

　　向のある観測点では，このようなFの強制判定が頻繁におこっている．地震データは30

　　秒の遅延がかけられているために，図5に見られるようにとくにHHR，MOT，OHR

　　では，F－P時間70秒，ユ70秒付近にこのFの強制打ち切りの影響が目だっている．高

　　密度観測網では，2点以下でしか振動していないような地震はその後長く振動が継続す

　　るとは思われないが，MF＿pが系統的に若干小さく求められることになる．

（3〕地震が続いておこったり，地震の直前に自動験測の基準を満たすノイズが先行したり

　　すると，1個の地震と判定されて誤ったF　P時問カ）与えられる場合がある

（4）第3節で述べたP，F判定用のレベルは，P波検出（high1eve1）にはノイズレベルの

　　2倍～6倍ぐらい（平均およそ3．5倍），Fの判定（1ow1eve1）にはノイズレベルの1．5

　　倍～3．5倍ぐらい（平均およそ2．5倍）の値に各観測点ごとに設定されている．これら

　　の設定レベルは波形データ収録の開始・終了条件の設定にも使われているため，観測

　　環境の悪化などに伴ってノイズレベルが大きく変動した場合には変更されることがある．

　　このようにしてF－P時間の判定条件が変わってしまうのは好ましくないので，とくに

　　F判定用のレベルはデータ収録終了用のレベルとは独立にすべきであろう．

（5）可視記録からMJMAを基準にMF－Pを求めた過程で，2つの期間（1979年7月～ユ980

　年5月とユ980年5月～1981年9月）のデータの間に，M〃AまたはF－P時問に有意な

　　ずれがおきていることがわかった（立川・石田，1982）．気象庁官署の高感度地震言十配

　備に伴い，MJMAのスケールに若干変化が生じた可能性も否定できない1図7は南足柄

　観測点（A　S　G）について，前の期間のデータ分布領域を破線で囲み，後の期問のデー

　　タ分布領域に斜線を施して比較したものである．それぞれの回帰直線は破線および実線

　　で示した・この程度のずれなら実用上あまり問題がないので今回は公表されたMJMAを

　　そのまま基準にとったが，将来再検討の必要が生じるかもしれない．
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Fig・7

南足柄観測点（A　S　G）における異なる期問のF－P時間とMJMAの関係
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Fig・8
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各観測点ごとのMF－Pの平均値MF－PとMJMAの関係
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　最後に，図5で求めた各観測点の係数Co，C1を用いて決めたMF＿pの平均値亙F＿pと，

MJMAとの相関を調べた（図8）・実線はMF－P＝M∫MAを示す・亙F－pとMJMAの差が1

以上大きい（破線の外側）のものは全体の約2％であり，その半分はユ982年7月23日の茨城

県沖地震の前震・余震で，地震が続けておきた状態にある．全体の約98％にあたる大部分の

地震については・MF－PがMJMA±ユの範囲でMJMAによく適合していることがわかる．
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